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第１章 要請の背景 
 

モロッコ王国（以下、「モロッコ」と記す）では 1999 年から 2009 年までを「モロッコ国教育

の十年」と定め、基礎教育（初等教育 6 年間及び前期中等教育 3 年間）の普及に取り組んできた。

その結果、初等教育純就学率は 1991 年の 56％から 2008 年には 89％（UNESCO）に大幅改善した。

しかし、一方で留年率・退学率は依然として高いほか、前期中等教育の遅れ、他国と比較したと

きの学習到達度の低さ、都市部と地方部の格差（特に女子就学率）が存在し、社会格差をもたら

す要因となってきた。特に前期中等教育のアクセス及び質において下記のような課題を抱えてい

る。 

・前期中等教育普及の遅れ：純就学率 53.9％（2012 年） 

・前期中等教育の都市部と農村部の格差（特に女子）：都市部女子の純就学率 78.7％に対し

農村部は 23.6％（2011/12） 

・前期中等教育の留年率、退学率の高さ：留年率 16.0％・退学率 10.4％（2011/12） 

・学力の低さ：国際数学・理科教育調査（TIMSS）の 2011 年結果 

 （中 2）数学 42 カ国中 40 位、理科 41 位 

 

このような状況に対してモロッコ政府は、教育の普及（地域間のアクセス解消）や質を向上さ

せるために、2009 年より「教育緊急計画（Programme d’Urgence：PU）」（2009～2012）を実施し

てきた。その後、2013 年 3 月に PU に続く新たな教育セクターの開発政策である「中期開発計画

2013～2016」（Plan d’Action a Moyen Terme 2013～2016：PAMT）が策定、実施されている。 

モロッコでは、従来の中央集権型行政モデルに効率性の面で問題があるという認識から、中央

レベルから州レベルへの権限委譲を実施しており、州の下にある県レベル及び学校レベルのニー

ズが行政に反映されやすくなるよう取り組んでいる。2009 年以降、このような教育における地方

分権化政策が推進中だが、政策が現場に浸透し、具体的な結果をもたらすまでには至っていない

のが現状である。 

モロッコ国民教育・職業訓練省（ Ministere de l’Education Nationale et de la Formation 

Professionell：MENFP）は、①教育の質における学校間の格差（特に中学校入学時の生徒の学習

レベルにおける格差）、②教育へのアクセス（小中進学、女子就学率等）における格差を緩和する

ために、学力及びアクセスそれぞれの領域で改善を要する学校を特定し、そこに対して全国 16

州に設置されている教育・人材育成地域アカデミー（Académies Régionales de l’Education et de la 

Formation：AREF）が自ら格差を緩和する施策を開発・実施できるよう、わが国に対して技術協

力を要請した。 
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第２章 調査・協議の経緯と概略 
 

２－１ プロジェクト形成の経過と概略 

モロッコ政府からの要請を受け、その要請背景、協力内容を確認し、モロッコ政府関係機関と

の協議を経て、協力計画を策定することを目的として、2013 年 6 月及び 10 月に詳細計画策定調

査団を派遣した。なお、本プロジェクトは 2013 年 12 月に L/A が調印された円借款「基礎教育セ

クター支援事業」（約 88 億円）〔プログラム・コンポーネント：教育セクタープログラムローンと

プロジェクト・コンポーネント：中学校建設を組み合わせたハイブリッド型円借款。プログラム・

コンポーネントは世界銀行第 2 次教育開発政策ローン（Second Education Development Policy 

Loan：EDPL 2）（約 100 億円）との協調融資〕と連携する形で案件形成を行ってきた。 

具体的には、本円借款のプロジェクト・コンポーネントの対象 4 州は本プロジェクトで対象と

する 8 州に含まれ、優先的に取り組む予定である。 

また、プログラム・モニタリング指標（付属資料 3）は、政策マトリックスにおける政策アク

ション（付属資料 4、融資実施のトリガーとなるもの）が具体的な成果にどう結実していくかを

フォローアップするものであるが、本プロジェクトでは、具体的に対象 8 州において、プログラ

ム・モニタリング指標として設定された教育格差是正の各目標に向けて必要となる州や県レベル

での取り組みや人材育成を支援するものである。 

 

２－２ 詳細計画策定調査 

２－２－１ 調査の概略 

概略は以下のとおり。 

詳細計画策定調査① 

現地調査期間 2013 年 6 月 3 日～2013 年 6 月 23 日（6 月 3 日～11 日 阿部コンサルタン

ト 1 名による調査、12 日～23 日 田中団長、阿部コンサルタント、中村

通訳、小森の 4 名での調査） 

団員構成 団長 田中 紳一郎 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 小森 明子 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役

評価分析 阿部 久美子 株式会社フジタプランニング海外調査部 主

任研究員 

通訳 中村 榮美子 日本国際協力センター（JICE） 

派遣の目的 1) 本プロジェクトの妥当性を確認する。 

2) プロジェクトデザイン（PDM、実施体制、活動計画等）に関し、モロ

ッコ側関係者と協議し、合意形成を図る。 

3) プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

4) 日本・モロッコ国側双方で同意した事項を協議議事録（M/M）案とし

て取りまとめ、先方に手交する。 

調査結果概略 現地報告書及び協議議事録（M/M）（付属資料 1）のとおり。 
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詳細計画策定調査② 

現地調査期間 2013 年 10 月 2 日～2013 年 10 月 11 日 

団員構成 団長 田中 紳一郎 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 小森 明子 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役

派遣の目的 1) これまでのわが国の基礎教育セクターへの支援結果を踏まえ、本プロ

ジェクトの妥当性を確認する。 

2) 2013 年 6 月に実施した第 1 回目の調査で先方と合意したプロジェクト

コンセプト案及び PDM に関し、下記について協議のうえ、合意形成を

図る。 

3) 「教育の質（Quatity）」コンポーネントの先方事業としての概略設計（コ

ンセプト、活動フロー） 

4) 「教育のアクセス（Equity）」コンポーネントの先方事業としての概略

設計（コンセプト、活動フロー） 

5) 実施体制の確認（国民教育省及び AREF での意思決定プロセスと決定

機関） 

6) 日本・モロッコ国側双方の投入内容、負担事項、活動計画（PO）の確

認 

7) プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

8) 日本・モロッコ国側双方で同意した事項を協議議事録（M/M）として

取りまとめ、署名交換をする。 

調査結果概略 現地報告書及び協議議事録 M/M（付属資料 2）のとおり。 

 

２－２－２ 評価 5 項目による評価結果 

詳細計画策定調査団は、現地調査を通じ DAC 評価 5 項目の観点から評価を行い、本プロジ

ェクトを実施する意義が高いことを確認した。詳細は以下のとおり。 

(1) 妥当性 

妥当性は高いと判断される。 

モロッコの教育セクター開発計画である PU 及び PAMT において、教育へのアクセス改善

と教育の質向上が優先課題に位置づけられており、政府のコミットメントが認められる。 

さらに、PAMT におけるアクセス改善対策として格差是正による地方女子の就学率向上、

そして学力向上においては適切な対策をとるための試験評価システム改善が具体的アクショ

ンとして示されており、プロジェクトの手段としての当該開発計画が示す方向性とニーズに

整合性がある。 

わが国の「対モロッコ国別援助方針」においても、地域的・社会的格差の是正を掲げてお

り、地方農村部で教育を中心とした社会開発への支援を重点課題としていることから、本プ

ロジェクトがめざすべき方向と一致している。 

 

(2) 有効性 

有効性は高いと判断される。 

本プロジェクトは、恵まれない学校や教員、生徒をターゲットとしており、このような脆
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弱な状況下にある対象者は変化の伸びしろが大きい。特に基礎学力のための授業改善などの

取り組みの影響を受けることで、その効果を発現しやすいと思われる。 

本プロジェクトでは貧しい地方農村部での小中接続の改善、女子就学の向上をめざすこと

になるが、今まで支援を受けてこなかった地域では関係者の期待も、やる気も高く、有効性

の確保につながる。 

 

(3) 効率性 

効率性は高いと判断される。 

本プロジェクトは MENFP 並びに州教育局である AREF が教育格差是正のために本来業務

（施策）を開発・継続実施するための支援である。本来業務を効果的に実施できるよう支援

教育の質を確保するために、試験評価分析に基づく的確な現状把握に沿った対策策定支援を

MENFP 並びに AREF が望んでおり、専門家の技術移転に係る業務などが効率的に行われる

ことが期待できる。 

州・県レベルのインスペクターへの介入支援は、既に通常業務として実施している試験評

価及び教員評価を改善していくものであるため、プロジェクトの活動も通常業務に沿った形

で効率的に実施されることが見込まれる。 

外部条件は、現在のところインスペクターの大幅な人事異動がないことであるが、教員の

キャリアとしてインスペクターの位置づけは 7 年間の教員経験及び 1 年の研修を要するなど

クライテリアが明確かつ離職率も低く安定しており、定着率が確保される確率は高い。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

上位目標はプロジェクトで開発される施策の国内展開であり、プロジェクト目標である格

差是正に取り組む施策が AREF の人材が中心となって確実に開発されれば、プロジェクト終

了後 3 年以内には実現できることが見込まれる。 

本プロジェクトで学力評価分析が可能になることにより、教育の質向上のためのより的確

な戦略策定がなされ、それに伴って PAMT に組み込まれているカリキュラム改善にも効果が

波及されることが期待できる。 

 

(5) 持続性 

以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継

続されるものと見込まれる。 

本プロジェクトは、既存の先方システムや体制を活用して実施される予定であり、このよ

うなアプローチにより先方オーナーシップの醸成が図られることが期待される。 

本プロジェクトの重点介入対象は、試験による学力評価、教員評価/指導を行う県のインス

ペクターのスーパーバイザーを担う AREF レベルの視学官であるが、中央の MENFP の試験

評価部門との連携も組み込んでいる。AREF のみならず中央の担当者も巻き込むことで、他

州へ施策を展開する際のオーナーシップを確保でき、高い持続性が期待される。 

本プロジェクトは施策の継続実施のための予算確保に関する活動を初期段階から含める

予定にしており、プロジェクト終了後における先方の持続性の確保が十分期待される。 
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２－３ 実施協議の概要 

詳細計画策定調査の結果を踏まえ、プロジェクトの詳細について先方と更に協議を重ね、プロ

ジェクト実施について合意に至った。合意内容は討議議事録（Record of Discussions：R/D）付属

資料 5）にまとめられ、2014 年 5 月 9 日に JICA モロッコ事務所及び MENFP との間で R/D の署

名が行われた。なお、当初予定では、2014 年 1 月ころに R/D 署名の見通しであったが、免税特権

などに関してモロッコ側で手続きの確認に時間を要したため 2014 年 5 月署名となった。 

事業概要は以下のとおり。 

 

２－３－１ 事業概要 

(1) 事業目的 

本事業は、対象地域 8 州においてアクセスや学習達成度などの教育格差の緩和に係る地方

教育行政レベルの施策を実証的に開発することにより、MENFP の地方教育行政に対する支

援能力の強化を図り、もって教育格差の緩和に係る効果的な施策の全国普及に寄与するもの

である。 

 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

モロッコ全国 16 州のうち下記 8 州（MENFP が州の教育指標に基づき選定） 

1) シャウィア・ウルディガ 

2) ドゥカラ・アブダ 

3) ガーブ・シャラルダ・ベニハッサン 

4) マラケシュ・テンシフト・アル・ハウズ  

5) タザ・アルホセイマ・タオウナート 

6) オリエンタル 

7) タドラ・アジラル 

8) スス・マサ・ドラ 

（上記 1)～4)は、円借款「基礎教育セクター支援事業」の学校建設コンポーネントの対象地域） 

 

(3) 本事業の受益者（ターゲット・グループ） 

・全国 240 程度の小中学校 

・各州に設置されている AREF 及び州の下にある「県」レベルに設置されている県教育局

（Delegation）の視学官等 280 名程度 

 

(4) 事業スケジュール（協力期間） 

2014 年 9 月～2018 年 8 月を予定（計 48 カ月） 

 

(5) 総事業費（日本側） 

約 4.3 億円 

 

(6) 相手国側実施機関 

国民教育・職業訓練省（MENFP）戦略・計画局 
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(7) 協力の枠組み 

1) 上位目標：域内教育格差を緩和する施策が対象 AREF 内の他中学校及びモロッコ国内他

州にて展開される 

 指標：施策が展開された中学校区の数、州の数 

 

2) プロジェクト目標：MENFP が、域内教育格差の緩和に取り組む AREF を、支援できる

ようになる。 

 指標：開発された支援の枠組み 

 

3) 成果 

成果 1：学習達成度の学校間格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

成果 2：就学の中学校区間の格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

成果 3：AREF 内の他県への施策継続及び MENFP による他州展開の準備が整う 

 

本事業の基本コンセプトは、①教育の「質」における学校間の格差（特に中学校入学時の

生徒の学習レベルにおける格差）、②教育への「アクセス」（小中進学、女子就学率等）にお

ける格差を緩和するために、学力及びアクセスそれぞれの領域で恵まれない学校を特定し、

そこに対して地方（AREF、Delegation）が自ら格差を緩和できる施策を開発・実施できるよ

うに支援することである。 

 

(8) 投入（インプット） 

1) 日本側 

・専門家派遣（①チーフアドバイザー兼教材開発、②学校運営、③女子教育等。その他必

要に応じ予算の範囲内で検討） 

・機材供与（研修資機材等） 

・本邦研修 

・現地活動費（在外研修経費、モニタリング経費、教材印刷等） 

 

2) モロッコ国側 

・（専属）カウンターパート（C/P）11 名（プロジェクト・ダイレクター1 名、プロジェク

ト・マネジャー1 名、プロジェクト・コーディネーター1 名含む） 

・プロジェクト執務室及び執務室維持経費 

・アクセス・コンポーネント実施にかかる費用（3 年目～） 

・プロジェクト実施にかかる運営コスト（C/P 交通費等） 
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第３章 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

１．案件名 

国 名：モロッコ王国 

案件名：和 名 公平な教育振興プロジェクト 

英 名 The Project on Promoting Education with Equity and Equality (PEEQ) 

 

２．事業の背景と必要性 

(1) 当該国における教育セクターの現状と課題 

モロッコ王国（以下、「モロッコ」と記す）では 1999 年から 2009 年までを「モロッコ国

教育の十年」と定め、基礎教育（初等教育 6 年間及び前期中等教育 3 年間）の普及に取り組

んできた。その結果、初等教育純就学率は 1991 年の 56％から 2008 年には 89％（UNESCO）

に大幅改善した。しかし、一方で留年率・退学率は依然として高いほか、前期中等教育の遅

れ、他国と比較したときの学習到達度の低さ、都市部と地方部の格差（特に女子就学率）が

存在し、社会格差をもたらす要因となってきた。このような状況に対してモロッコ政府は、

教育の普及（地域間のアクセス解消）や質を向上させるために、2009 年より「教育緊急計画

（Programme d’ Urgence：PU）」（2009-2012）を実施してきた。その後、2013 年 3 月に PU に

続く新たな教育セクターの開発政策である「中期開発計画 2013-2016」（Plan d’ Action a Moyen 

Terme 2013-2016：PAMT）が策定、実施されている。 

モロッコでは、従来の中央集権型行政モデルに効率性の面で問題があるという認識から、

中央で行われてきた意思決定が州で行われ、更にその下の県レベル及び学校レベルのニーズ

が行政に反映されやすくなるよう、2009 年以降、教育における地方分権化を更に推進中（中

央レベルから州レベルへの権限委譲を実施中）である。しかしながら、政策が現場に浸透、

改善をもたらすまでには至っておらず、特に前期中等教育のアクセス及び質において下記の

ような課題を抱える。 

・前期中等教育普及の遅れ：純就学率 53.9％（2012 年） 

・前期中等教育の都市部と農村部の格差（特に女子）：都市部女子の純就学率 78.7％に対

し農村部は 23.6％（2011/12） 

・前期中等教育の留年率、退学率の高さ：留年率 16.0％・退学率 10.4％（2011/12） 

・学力の低さ：国際数学・理科教育調査（TIMSS）の 2011 年結果 

 （中 2）数学 42 カ国中 40 位、理科 41 位 

モロッコ国民教育・職業訓練省（Ministere de l’Education Nationale et de la Formation 

Professionelle：MENFP）は、①教育の質における学校間の格差（特に中学校入学時の生徒の

学習レベルにおける格差）、②教育へのアクセス（小中進学、女子就学率等）における格差を

緩和するために、学力及びアクセスそれぞれの領域で改善を要する学校を特定し、そこに対

して全国 16 州に設置されている教育・人材育成地域アカデミー（Académies Régionales de 

l’Education et de la Formation：AREF）が自ら格差を緩和する施策を開発・実施できるよう、

わが国に対して技術協力を要請した。 
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(2) 当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

上記 (1) のとおり、モロッコでは、教育の普及（地域間のアクセス解消）や質を向上させ

るために、2009 年より PU を実施してきた。PU は 4 つの改革目標（①基礎教育の完全普及、

②ポスト基礎教育、③教育システムの改善、④資源の動員と有効活用）と 26 の支援策から構

成され、JICA を含めたドナーは①、③、④の目標達成に向けた支援を実施。その後、2013

年 3 月に PU に続く新たな教育セクター開発計画である PAMT が策定され、5 つの改革目標

（①教育の機会、②教育の質、③教育施設、④ガバナンス（地方教育局のキャパシティ強化

含む）、⑤人的資源）に基づき 16 の支援策を実施する予定である。 

モロッコの教育セクター開発計画である「PAMT」において、教育へのアクセス改善と教

育の質向上が優先課題に位置づけられており、政府のコミットメントが認められる。さらに、

PAMT におけるアクセス改善対策として格差是正による地方女子の就学率向上、そして学力

向上においては適切な対策をとるための試験評価システム改善が具体的アクションとして示

されており、プロジェクトの手段としての当該開発計画が示す方向性とニーズに整合性があ

る。 

 

(3) 教育セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 

わが国は国連ミレニアム開発目標（MDGs）の達成、とりわけアフリカにおける基礎教育

のアクセスと質の改善重視を一貫して国際社会に対して表明してきている。2013 年 6 月に横

浜で開催された第 5 回アフリカ会議（TICAD V）では、MDGs 達成に向けた取り組み強化の

必要性が改めて確認されるとともに、同会議において採択された「横浜行動計画」では、基

礎教育のアクセスと質の改善に向けた取り組みを行うことを示した。 

また、2010 年 12 月に行われた第 2 回日本・アラブ経済フォーラムでは「共同声明（チュ

ニジア宣言）」において、初等教育分野での更なる協力を進める重要性を確認し、「アラブの

春」を経た 2011 年 5 月のドーヴィル・サミットにおいてはわが国政府の中東支援策として、

「人づくり」等を中心とした支援を行っていく考えを表明した。 

わが国の「対モロッコ国別援助方針」においても、地域的・社会的格差の是正を掲ってお

り、地方農村部で教育を中心とした社会開発への支援を重点課題としていることから、本プ

ロジェクトがめざすべき方向と一致している。 

JICA は 1999 年以降、モロッコ政府の教育改革に対して、有償資金協力「地方部中学校拡

充事業（MR-P20）」、及び開発調査「地方基礎教育改善」（The Basic Education Improvement 

Program for Rural Areain the Kingdom of Morocco：BEIP）を通じて基礎教育のアクセス改善並

びに学校環境改善を支援してきた。特に、MR-P20 では、地方農村部での 101 校の中学校建

設を計画し、既に 99 校が開校済みであり、前期中等教育へのアクセス改善に大きく貢献して

いる。さらに、JICA は PU が策定された 2009 年以降、国別研修「行政官能力強化研修」を

通じてモロッコ教育行政官の能力開発を支援したほか、2013 年度に L/A 締結予定である円借

款「基礎教育セクター支援事業」（教育セクタープログラムローンと中学校建設を組み合わせ

たハイブリッド型円借款）等を通じて包括的な基礎教育支援を実施している。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

PU への支援は、「パリ宣言」に基づく援助の調和化を重視するモロッコ政府の要請により、
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教育政策改革を実施するための財政支援（例：学校インフラ整備のための財政支援、政策策

定アクションの達成を融資の条件とする財政支援）という形態を取ってきた。財政支援の実

施にあたっては、世界銀行（WB）、フランス開発庁（AFD）、アフリカ開発銀行（AfDB）、

EU、欧州投資銀行（EIB）、スペイン開発庁（AECID）が支援を実施してきており、これらの

ドナー（Partenaire Technique et Financier（PTF）はモロッコ政府との間で、調和化のための枠

組みを取り極めた「協調文書（Lettre d’Entente）」を締結してきた1。また、調和化を遵守する

ための実施ガイドラインを作成し、ドナー間の調和化を図っている。PU 後の支援について、

EU は PAMT を対象とした財政支援を、AfDB は職業教育を中心とした高等教育・雇用促進開

発政策借款を、それぞれ支援予定であり、WB、EIB、AECID、AFD は検討中である。 

PTF ドナー以外については、UNICEF は退学者の復学、学校運営改善に関する支援等、

USAID は小学校低学年における読解力強化、計算力強化のための支援等、カナダは学校改善

計画に関する支援等を実施している。 

 

３．事業概要 

(1) 事業目的 

本事業は、対象地域 8 州においてアクセスや学習到達度などの教育格差の緩和に係る地方

教育行政レベルの施策を実証的に開発することにより、MENFP の地方教育行政に対する支

援能力の強化を図り、もって教育格差の緩和に係る効果的な施策の全国普及に寄与するもの

である。 

 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

モロッコ全国 16 州のうち下記 8 州（MENFP が州の教育指標に基づき選定） 

1) シャウィア・ウルディガ 

2) ドゥカラ・アブダ 

3) ガーブ・シャラルダ・ベニハッサン 

4) マラケシュ・テンシフト・アル・ハウズ 

5) タザ・アルホセイマ・タオウナート

6) オリエンタル 

7) タドラ・アジラル 

8) スス・マサ・ドラ 

（上記 1)～4)は、円借款「基礎教育セクター支援事業」の学校建設コンポーネントの対象地

域） 

 

(3) 本事業の受益者（ターゲット・グループ） 

・全国 240 程度の小中学校 

・各州に設置されている AREF 及び州の下にある「県」レベルに設置されている県教育局

（Delegation）の視学官等 280 名程度 

 

(4) 事業スケジュール（協力期間） 

2014 年 9 月～2018 年 8 月を予定（計 48 カ月） 

 
                                                        
1 「協調文書」への署名は 2009 年に支援を既に決定していた EU、AfDB、EIB、AFD とモロッコ政府〔経済財政省及び国民教
育省（当時）〕との間でなされた。その後に参加を決定した世界銀行、AECID は追加署名を行っていない。モロッコ側に署
名を求められていないこともあり JICA も本文書に署名していないが、世界銀行、AECID 同様に JICA は PTF ドナーの 1 機
関としてドナー合同レビューミッションに参加してきた。 
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(5) 総事業費（日本側） 

約 4.3 億円 

 

(6) 相手国側実施機関 

国民教育・職業訓練省（MENFP）戦略・計画局 

 

(7) 投入（インプット） 

1) 日本側 

・専門家派遣（①チーフアドバイザー兼教材開発、②学校運営、③女子教育等。その他必

要に応じ予算の範囲内で検討） 

・機材供与（研修資機材等） 

・本邦研修 

・現地活動費（在外研修経費、モニタリング経費、教材印刷等） 

2) モロッコ国側 

・（専属）カウンターパート（C/P）11 名（プロジェクト・ダイレクター1 名、プロジェク

ト・マネジャー1 名、プロジェクト・コーディネーター1 名含む） 

・プロジェクト執務室及び執務室維持経費 

・アクセス・コンポーネント実施にかかる費用（3 年目～） 

・プロジェクト実施にかかる運営コスト（C/P 交通費等） 

 

(8) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010 年公布）」に掲げる影響を及

ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない

影響は 小限であると判断される。 

2) ジェンダー平等推進/平和構築・貧困削減 

本事業では、小中学校群が地域コミュニティとともに農村部の女子就学を促進する活動

を実施予定。 

 

(9) 関連する援助活動 

1) わが国の援助活動 

・対象 8 州のうちの 4 州は、円借款「基礎教育セクター支援事業」のプロジェクト・コン

ポーネントの対象地域と同一であり、本事業によって建設される中学校への就学促進キ

ャンペーン活動等が考えられる。 

・マラケシュ州にてボランティア事業〔理数科：青年海外協力隊（JOCV）〕による活動が

予定されており、同一（学校あるいは地域）サイトでの連携が期待される。 
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2) 他ドナー等の援助活動 

・カナダ：全 16 州の学校運営改善のための校長研修を実施中（Projet d’appui à la gestion des 

établissements scolaires au Maroc：PAGESM）。本事業では各学校が、学校運営計画にアク

セス改善活動を盛り込むことが期待される。 

・UNICEF：カナダが実施している校長向け研修の中のモニタリング・評価研修を実施予

定。同一地域の場合、対象コミュニティ情報の共有を行う。 

・USAID：小学校低学年における読解力強化、計算力強化（Early Grade Reading Assessment, 

Early Grade Math Assessment）事業。3 州の 40 以上の中学校を対象とした識字プロジェク

トを実施中。右事業では多くのローカルコンサルタントを傭上して活動を実施している

ところ、実績を豊富に有するコンサルタントリストから本事業のアクセス・コンポーネ

ントで、パートナーを選定することが考えられる。 

 

４．協力の枠組み 

(1) 協力概要 

1)  上位目標：域内教育格差を緩和する施策が対象 AREF 内の他中学校及びモロッコ国内他

州にて展開される 

 指標：施策が展開された中学校区数、州数 

 

2)  プロジェクト目標：MENFP が、域内教育格差の緩和に取り組む AREF を支援できるよ

うになる 

 指標：開発された支援の枠組み 

 

3) 成果 

成果 1：学習達成度の学校間格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

成果 2：就学の中学校区間の格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

成果 3：AREF 内の他県への施策継続及び MENFP による他州展開の準備が整う 

 

・本事業の基本コンセプトは、①教育の「質」における学校間の格差（特に中学校入学時

の生徒の学習レベルにおける格差）、②教育への「アクセス」（小中進学、女子就学率等）

における格差を緩和するために、学力及びアクセスそれぞれの領域で恵まれない学校を

特定し、そこに対して地方（AREF、Delegation）が自ら格差を緩和できる施策を開発・

実施できるように支援することである。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

(1) 事業実施のための前提 

・モロッコ教育セクター戦略目標が変わらない 

・各 AREF、Delegation のインスペクターの大幅な人事異動が行われない 

・モロッコ側政府機関及び地方視学官が本プロジェクトのアプローチを自らの施策として普

及展開する姿勢を明確にもつ。 
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(2) 成果達成のための外部条件 

MENFP 及び AREF の担当官（C/P）が異動しない 

 

(3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

施策を含めた予算計画が承認される 

 

(4) 上位目標達成のための外部条件 

地方分権化がモロッコの教育セクター戦略のなかで継続される。 

 

６．評価結果 

本事業は、モロッコの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

JICA がモロッコで 2003～2005 年に実施した開発調査「地方基礎教育改善」（BEIP）では、ロ

ーカル NGO を活用し、効果的に地域住民・コミュニティを動員し、基礎教育のアクセス改善並

びに学校環境改善を支援してきた。BEIP によりその試行を支援した学校改善プロジェクトの実施

は、PU においては政策の 1 つとして位置づけられ、全国展開が図られている。この経験から、

本プロジェクトが実施するアクセス改善のための活動コンポーネントにおいても、同様にローカ

ル NGO を活用して地域コミュニティと小中学校を巻き込んで女子教育に対する理解促進及び中

学校就学向上のための学校群による問題解決力の強化が図られるよう、工夫する。 

 

８．今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

4．（1）のとおり。 

 

(2) 今後の評価計画 

事業開始時：ベースライン調査 

事業終了 3 年後：事後評価 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 

 

１．詳細計画策定調査現地報告書（2013 年 6 月）、（M/M【英語】を含む） 

 

２．詳細計画策定調査現地報告書（2013 年 10 月）、（M/M【英語】を含む） 

 

３．プログラム・モニタリング指標 

 

４．円借款政策マトリックス 

 

５．討議議事録（R/D）【英語/仏語】（ANNEX は英語のみ。ANNEXIII は 
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モロッコ王国 「公平な教育振興プロジェクト」 

詳細計画策定調査報告書（2013 年 6 月） 

（現地調査結果報告） 

 

１．要請の背景 

(1) モロッコにおける教育改革の推進 

モロッコ王国（以下、「モロッコ」と記す）では 1999 年に国家教育・人材育成憲章を策定

して 2009 年までを「モロッコ国教育の十年」と定め、基礎教育の普及に取り組んできた。そ

の結果、初等教育純就学率は 1991 年の 56％から 2008 には 89％（UNESCO）に大幅改善した。

しかし、一方で留年率・退学率は依然として高いほか、前期中等教育普及の遅れ、都市部と

地方部の格差（特に女子就学率）が存在する。このような状況に対してモロッコ政府は、教

育の普及（地域間のアクセス解消）や質を向上させるために、2009 年より「教育緊急計画

（Programme d’ Urgence：PU）」（2009-2012）を実施してきた。PU は 4 つの改革目標（①基礎

教育の完全普及、②ポスト基礎教育、③教育システムの改善、④資源の動員と有効活用）と

26 の個別プロジェクトから構成され、JICA を含めたドナーは①、③、④の目標達成に向け

た支援を実施した。現在は、PU の後継として 2013 年 3 月に策定された教育開発計画「中期

開発計画 2013-2016」（Plan d’ Action a Moyen Terme 2013-2016：PAMT）が実施されている。 

 

(2) JICA の取り組み 

JICA は 1999 年以降、モロッコ政府の教育改革に対して、有償資金協力「地方部中学校拡

充事業（MR-P20）」、及び開発調査「地方基礎教育改善（The Basic Education Improvement 

Program for Rural Areain the Kingdom of Morocco：BEIP）」を通じて基礎教育のアクセス改善並

びに学校環境改善を支援してきた。BEIP が支援した「学校改善プロジェクト」の実施は、PU

の政策の 1 つとして位置づけられ、その後全国展開が図られている。また、MR-P20 では、

地方農村部での 101 校の中学校建設を計画し、既に 99 校が開校済みであり、前期中等教育へ

のアクセス改善に大きく貢献している。さらに、JICA は PU が策定された 2009 年以降、国

別研修「行政官能力強化研修」を通じてモロッコ教育行政官の能力開発を支援したほか、円

借款「基礎教育セクター支援事業」（プログラムローン及び中学校建設）等を通じて包括的な

基礎教育支援を実施している。 

本詳細計画策定調査団は、中等教育の質の向上及び円借款「基礎教育セクター支援事業」

をソフト面で促進するものとして、2013 年 3 月の審査ミッション中に教育省から、①中央・

州・県レベルの教育行政官の能力強化、②教員研修センター（CRMEF）強化支援、③試験・

評価センター（National Centre for Evaluation and Examination：CNEE）での試験実施・評価方

法の改善、への支援ニーズが示されたことを踏まえ、派遣されたものである。 

 

２．調査の目的・方針 

(1) 目的 

これまで日本/JICA の協力経験を生かし（BEIP で実施した参加型学校運営改善、教員の能

力強化、学校レベルでのネットワーク構築）、政策の現場への浸透を一層促進するための技術

協力（円借款付帯プロジェクト）の形成を目的に、詳細計画策定調査団が 6 月 3 日～23 日の

１．詳細計画策定調査現地報告書（2013 年 6 月）、（M/M【英語】を含む） 
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日程で派遣された。案件形成にあたっては下記の点を考慮した。 

 

1) 教育緊急計画（PU）/次期開発計画（PDMT）、トリガーアクションとの親和性 

上述の円借款「基礎教育セクター支援事業」を通じて PU/PDMT 上設定した JICA トリガ

ーアクションに関連した課題領域を扱う技術協力を構想する。PU やその後続の PDMT は

モロッコの教育開発課題を体系的に整理した文書である。ここで言及されるイシューや、

これにリンクしたトリガーアクションに関連した課題領域を扱うことは、すなわちニーズ

の高い領域にアドレスする。 

2) 本体円借款案件との連関 

① プログラム・ローン部分：教育セクター全般への支援であるため、本プロジェクトも

これに歩みをそろえて裨益効果を拡大させることが望ましい。具体的には対象地域で

の実践を中央で汲み取り、モロッコの教育行政ガバナンスに沿った形での他地域への

普及が想定される。 

② 学校建設部分：中学校への就学ニーズは高く、建設された学校への就学者数は十分見

込まれる。したがって、入学した生徒に対して良質の教育を提供できるよう、円借款

が事業対象にしている 4 州（AREF）での教育の質改善は有力な支援可能領域である。

教育の「質」は多義であり、それを実現するアプローチも多様。これら観点を踏まえ

つつ、案件形成を行う。 

3) 先方政府の問題意識により主導される案件形成 

 

(2) 調査方針 

1) 本プロジェクトの妥当性を確認する。 

2) プロジェクトデザイン（PDM、実施体制、活動計画等）に関し、モロッコ側関係者と協

議し、合意形成を図る。 

3) プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

4) 日本・モロッコ国側双方で同意した事項を協議議事録（M/M）案として取りまとめ、先

方と手交する。 

 

(3) 団員構成 

担当分野 氏 名 所属先 

団長 田中 紳一郎 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 小森 明子 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役 

評価分析 阿部 久美子 株式会社フジタプランニング海外調査部 主任研究員 

通訳 中村 榮美子 日本国際協力センター（JICE） 

 

(4) 調査日程 （別添 2 参照） 

2013 年 6 月 3 日～23 日 

（6 月 3 日～11 日 阿部コンサルタント 1 名による調査、 

6 月 12 日～23 日 田中団長、阿部コンサルタント、中村通訳、小森の 4 名での調査） 
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３．調査結果概要 

詳細計画策定調査団は、調査対処方針に沿ってモロッコ側関係機関との協議、現場視察等を行

い、プロジェクト案についてモロッコ国民教育省（MEN）と協議し、協議議事録（M/M）に取り

まとめた（別添 3 参照）。なお、本プロジェクトは当初、円借款付帯プロジェクトとして形成され

る予定だったが、調査団滞在中に一般勘定へ振り替えられることが決定し、通常の技術協力プロ

ジェクトとしての詳細策定調査が必要となった。モロッコ国民教育省関係者との協議及び地方視

察を重ねてプロジェクト概要について先方と合意形成が行われたため、協議議事録（M/M）案の

表紙に国民教育省のエル・ハヤニ局長と田中団長が署名、本文部分については 1 週間以内をめど

に双方で確認・精査作業を行い、追って署名を行うこととなった。なお今次調査を踏まえて、今

後モロッコ側が技術協力実施にかかる要請書を提出する予定である。 

調査結果概要は以下のとおり。 

 

(1) プロジェクト案 

1) 基本コンセプト 

モロッコは 2008 年ころから教育改革を実施してきており、教育省主導による教育現場

の改革が推進されてきているが、政策が現場に浸透・改善するレベルには至っておらず、

教育のアクセス及び質において課題を抱える。先方へのヒアリング及び地方視察の結果、

主に①教育の質における学校間の格差（特に中学校入学時の生徒の学習レベルにおける格

差）、②教育へのアクセス（小中進学、女子就学率等）における格差が明らかとなった。

これら格差を緩和するために、学力及びアクセスそれぞれの領域で恵まれない学校を特定

し、そこに対して地方（AREF）が自ら格差を緩和できる施策を開発・実施できるよう、

支援を行うこととする。 

具体的なプロジェクト概要は、下記のとおり。 

 

2) プロジェクト概要（別添 4 参照） 

① 案件名称：「公平な教育振興プロジェクト」（仮） 

 “Promoting Education with Equity and Equality (PEEQ)” 

② 上位目標：下記施策が対象 AREF 内の他中学校及びモロッコ国内他州にて展開される 

③ プロジェクト目標：国民教育省が、域内教育格差の緩和に取り組む AREF を、支援で

きるようになる  

④ 成果：・学習達成度の学校間格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

   ・就学の中学校区間の格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

   ・AREF 内の他県への施策継続及び国民教育省による他州展開の準備が整う 

 

3) 対象 

① 対象地域：先方からの要望（8 州を協力対象）に対し、調査団よりまずは 2 州から開

始し、将来的に 8 州へ拡大することを検討する。 

② 裨益者：国民教育省（MEN）、州の教育 教育・人材育成地域アカデミー（AREF）及

び県教育省支局（Delegation）の視学官（約 XX 名）、同教員（約 XX 名） 
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4) 実施体制 

① 実施責任機関：国民教育省 

・プロジェクトダイレクター：次官 

・プロジェクトマネジャー：戦略・統計・計画局（DSSP）局長 

・プロジェクトコーディネーター：DSSP 担当官 

② 実施体制：以下のとおり国民教育省の既存の仕組みを活用してプロジェクト活動を実

施する 

 中央 国民教育省 

 州  教育・人材育成地域アカデミー（AREF） 

 県  県教育省支局（Delegation） 

 

5) 投入 

① モロッコ側 

・ 人材（中央の戦略及び試験・評価担当部局、州、県の視学） 

・ 活動場所、資機材の提供（事務所、事務機器、車両及び燃料、維持管理費） 

・ 活動費（研修会、ワークショップ開催経費） 

② 日本側 

・ 長期専門家 3 名、短期専門家（必要に応じ）、ローカルコンサルタント 1 名 

・ 本邦研修、第三国研修、技術交換等 

・ 資機材（研修用機材、車両等） 

・ 在外事業強化費 

 

6) プロジェクト期間（予定） 

2013 年 11 月～2017 年 10 月（4 年間） 

 

(2) プロジェクト実施に関する 5 項目評価 

1) 妥当性 

妥当性は、高いと判断される。 

・ モロッコの教育セクター開発計画である「教育緊急計画（Programme d’Urgence：PU）

（2009-2012）」及び次期開発計画（Plan de Développement à Moyen Terme 2013-2016：

PDMT）において、教育へのアクセス改善と教育の質向上が優先課題に位置づけられて

おり、政府のコミットメントが認められる。 

・ さらに、PDMT におけるアクセス改善対策として格差是正による地方女子の就学率向上、

そして学力向上においては適切な対策をとるための試験評価システム改善が具体的ア

クションとして示されており、プロジェクトの手段としての当該開発計画が示す方向性

とニーズに整合性がある。 

・ わが国の「対モロッコ国別援助」方針においても、地域的・社会的格差の是正を掲げて

おり、地方農村部で教育を中心とした社会開発への支援を重点課題としていることか

ら、本プロジェクトがめざすべき方向と一致している。 
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2) 有効性 

有効性は、高いと判断される。 

・ 本プロジェクトは、恵まれない学校や教員、生徒をターゲットとしており、このような

脆弱な状況下にある対象者は変化の伸びしろが大きい。特に基礎学力のための授業改善

等の取り組みの影響を受け、その効果を発現しやすいと思われる。 

・ 本プロジェクト案の 2 つ目のコンポーネントは貧しい地方農村部での小中接続の改善、

女子就学の向上をめざすことになるが、今まで支援を受けてこなかった地域では関係者

の期待も、やる気も高く、有効性の確保につながる。 

 

3) 効率性 

効率性は、高いと判断される。 

・ 本プロジェクトは国民教育省並びに地方 AREF が教育格差是正のために本来業務（施策）

を開発・継続実施するための支援である。本来業務を効果的に実施できるよう支援教育

の質を確保するために、試験評価分析に基づく的確な現状把握に沿った対策策定支援を

国民教育省並びに AREF が切に望んでおり、専門家の技術移転に係る業務などが効率的

に行われることが期待できる。 

・ 州・県レベルのインスペクターへの介入支援は、既に通常業務として実施している試験

評価及び教員評価を改善していくものであるため、プロジェクトの活動も通常業務に沿

った形で効率的に実施されることが見込まれる。 

・ 外部条件は、現在のところインスペクターの大幅な人事異動がないことであるが、教員

のキャリアとしてインスペクターの位置づけは 7 年間の教員経験及び 1 年の研修を要す

るなどクライテリアが明確かつ離職率も低く安定しており、定着率が確保される確率は

高い。 

 

4) インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 

・ 上位目標はプロジェクトで開発される施策の国内展開であり、プロジェクト目標である

格差是正に取り組む施策が AREF の人材が中心となって確実に開発されれば、プロジェ

クト終了後 3 年以内には実現できることが見込まれる。 

・ 本プロジェクトで学力評価分析が可能になることにより、教育の質向上のためのより的

確な戦略策定がなされ、それに伴って PDMT に組み込まれているカリキュラム改善にも

効果が波及されることが期待できる。 

 

5) 持続性 

以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も

継続されるものと見込まれる。 

・ 本プロジェクト案は、既存の先方システムや体制を活用して実施される予定であり、こ

のようなアプローチにより先方オーナーシップの醸成が図られることが期待される。 

・ 本プロジェクトの重点介入対象は、試験による学力評価、教員評価/指導を行う県のイン

スペクターのスーパーバイザーを担う AREF レベルの視学官であるが、国民教育省の試
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験評価部門との連携も組み込んでいる。AREF のみならず中央の担当者も巻き込むこと

で、他州へ施策を展開する際のオーナーシップを確保でき、高い持続性が期待される。 

・ 本プロジェクトは施策の継続実施のための予算確保に関する活動を初期段階から含め

る予定にしており、プロジェクト終了後の先方の持続性の確保が十分期待される。 

 

(3) 今後の予定 

時期 項目 実施主体 

2013 年 7 月中旬まで 技術協力プロジェクトに関する要請書の

提出（モロッコ側から JICA へ） 

モロッコ側 

    8 月中旬まで 要請書の採択・通報 JICA 

 9 月 R/D 署名 モロッコ側、JICA 

 10 月 日本人専門家の公示 JICA 

 11 月 プロジェクト開始 モロッコ側、JICA 

※準備状況の進展によっては、上記スケジュール変更の可能性あり。 

 

４．団長所感 

(1) 調査団運営全般 

下記のように詳細計画策定調査の与件は必ずしも恵まれたものではなかった。技術協力プ

ロジェクト（概要）の合意に至った過程では、JICA-国民教育省の間の信頼関係、日本の教育

制度への一般的な信頼（本邦研修の参加者が要職に就く）が貢献したと感じられる。 

・先行調査がない：通例、要請書取り付けまでになされる下調査、打診、検討を通じた合意

内容やその形成が不在であった。 

・上述のとおり基礎情報が不足している状況下で行う調査としては、期間が短かった。 

・当初、本プロジェクトは「円借款付帯プロジェクト」としての形成を予定していたが、一

般勘定への変更（一般勘定予算による「技術協力プロジェクト」としての実施）が定まっ

たのは調査期間中であった。 

 

(2) 問題意識の所在：アクセスと質、中央－地方－学校の関係性 

短期の調査では、行政寄りの需要・要望情報に比して、学校現場が抱える課題や現状にか

かる情報の入手は容易ではないだろうという予見とともに調査に臨んだ。文献からは、前期

中等教育では就学（アクセス）は教え・学びの質、及びそれらの域内格差が深刻な問題であ

ると示唆される。対照的に、国民教育省との討議では、試験・生徒評価の向上に資する技術

支援への期待が著しく強調された。 

現地視察で明らかになった教育現場の状況も踏まえ今回技術協力プロジェクトを構想す

るうえでのキーワードは、教育格差（Disparity）、国民教育省の施策（AREF の施策展開を支

援する）、教育の地方分権（分散化）による統治であり、 終的に国民教育省とは下記議論を

経て、プロジェクト内容について合意形成が図られた。 

 

1) 「教育の質」成果 

・ 試験分析（誤答分析）、学び・教えの弱点把握、大体する教授法の提示、それに基づく
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教師の授業計画改訂・実践が基本的な一連の流れ。この流れで国民教育省、地方視学、

学校教員までが適宜関与する実践を経験する機会とする。 

・ 基礎学力の向上を重要視する（7 年生進学時点で、多くの子供が 3～4 年生の算数問題を

解けない） 

・ 自習型教材、基礎の落ちこぼれを 小化する教授法・技術の教員への照会を想定。 

・ 視学業務の一環として位置づける。 

 

2) 「アクセス/キャンペーン」成果 

・ 一義的に、施設・インフラ整備の問題であると認識される傾向にある。 

－ そこで思考停止し、需要を刺激できる可能性に思い至らない。 

－（例）周辺 6 校の小学校卒業生が 300 名、中学校に入学してくる生徒は 220 名程度と、

接続が芳しくない。退学は 5％程度。多くが女子（早婚）。 

・ 「キャンペーン」に対しては懐疑と歓迎の両方が混在。マス戦略であまり奏功した実感

を得られていないのがその主因。 

－ 「担い手」としてマスではなくマイクロを協力対象に設定。 

－ 宣伝活動のみならず、学校での活動（含む小規模修繕）を含めることを提案。親がそ

の気になっても学校がダメなままだと（学校が変わる姿勢をみせられない）と効果は

薄れる（イエメンで奏功）。 

－ 中学校区（中学校と域内の小学校）でチームを組織。そこが主体的に活動を提案・実

施（これを AREF が助成）。 

－ 円借で建設される新規中学校への同成果活動の適用を検討。 

 

3) 公正な教育機会の実現に向けた留意点 

・ 格差の緩和は、恵まれない層の底上げで図る（両成果共通）。 

・ 対象の範囲は限定的であって当然。継続することが要諦。 

 

(3) その他 

・学校運営改善計画は、過去にモロッコで実施された BEIP で開発したモデルを「始祖」に、

USAID、世界銀行、ACDI と引き継がれている。今回の学校訪問では、学校での実践状況

を評価するのは困難であったが、関係者への聞き取り調査の結果、「普通」に取り組まれ

ている様子。 

・今回初めてモロッコを訪れたが、普段かかわっている国々・関係先と比較すると、行政官

の能力や資質は高いと実感。また、フランス語、アラビア語、ベルベル語の言語の三重構

造はやはり特異であり、フランス語話者は限定的との印象を受けた。 
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別添資料 1 団員名簿、面談相手方リスト 

別添資料 2 調査日程 

別添資料 3 協議議事録（M/M）（案）（PDM、PO、実施体制等含む） 

別添資料 4 プロジェクト基本コンセプト図 

別添資料 5 モロッコ初中等教育基礎データ 

別添資料 6 視学官概要 

別添資料 7 他ドナー関係資料 
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【調査団員名簿】 

  団長 田中 紳一郎 JICA 国際協力専門員（教育） 

  協力企画 小森 明子 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役 

  評価分析 阿部 久美子 株式会社フジタプランニング海外調査部 主任研究員 

  通訳 中村 榮美子 日本国際協力センター（JICE） 

 

 

【モロッコ側面談者リスト】 

  Mr. Abdelhaq El Hayani  教育省 戦略・統計・計画局長 

  Mr. Abdelhaq Ghouli 教育省 戦略・統計・計画局 計画課長 

  Mr. Ahmed Mahroug 教育省 戦略・統計・計画局 担当職員  

  Mr. Chaibi   教育省 試験・評価センター（CNEE） 

  その他、 

  Abda Doukala, Chaouia Ourdigha 2 州の AREF 及び県教育支局の職員 20 名程度。 

 

 

  

別添 1 調査団員名簿、面談相手方リスト 
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別添 2 調査日程 
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別添 3　署名済み M/M
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2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012 2007/2008 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012

90,40% 90,50% 93,90% 96,40% 96,60% 43,90% 42,70% 48,00% 51,00% 53,90%

12,60% 12,30% 12,00% 9,30% 8,20% 16,40% 15,20% 16,10% 16,30% 16,00%

5,40% 4,60% 3,30% 3,10% 3,20% 13,40% 13,10% 12,30% 10,80% 10,40%

72,50% 75,80% 82,50% 86,50% 86,20% 48,00% 51,80% 57,00% 64,60% 65,30%

1 05/06 78,0 79,3 73,6 74,3 16,9 15,5 19,3 18,1 5,0 5,2 7,1 7,6
2 06/07 83,7 85,5 80,6 81,8 14,2 12,0 15,5 13,7 4,6 2,5 3,9 4,5
3 07/08 83,0 85,4 79,3 81,2 14,0 11,4 15,8 13,3 3,0 3,1 4,9 5,5
4 08/09 86,8 89,4 82,4 84,3 10,5 7,8 11,6 8,8 2,6 2,8 6,1 6,9
5 09/10 89,3 91,0 83,0 83,9 6,8 4,6 7,9 5,4 3,9 4,4 9,1 10,7
6 10/11 84,4 82,0 53,4 46,7 7,3 5,2 9,2 7,3 8,3 12,8 37,4 46,0

1 = /
2 = /
3 = /
4 = /6

1 2 3
1

4



41

418 91 52 896 141 66 426 97 45 330 80 43

2009/10 PE 418 93 48 642 102 9 274 58 17

2010/11 PE 868 141 66 277 56 22

APEF/AFEL (2004 2007) UNICEF/USAID (2003 2011)

Chaouia Ourdigha Marrakeche Tens i ft Al Haouz Doukala Abda Gharb Chararda Beni Hassen
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２．詳細計画策定調査現地報告書（2013 年 10 月）、（M/M【英語】を含む）

 

モロッコ王国 「公平な教育振興プロジェクト」 

詳細計画策定調査報告書（2013 年 10 月） 

（現地調査結果報告） 

 

１．調査の概要 

(1) 目的/調査方針 

1) これまでの日本の基礎教育セクターへの支援結果を踏まえ、本プロジェクトの妥当性を

確認する。 

2) 6 月に実施した第 1 回目調査で先方と合意したプロジェクトコンセプト案及び PDM に関

し、下記について協議のうえ、合意形成を図る。 

・「教育の質（Quality）」コンポーネントの先方事業としての概略設計（コンセプト、活動

フロー） 

・「教育のアクセス（Equity）」コンポーネントの先方事業としての概略設計（コンセプト、

活動フロー） 

・実施体制の確認（国民教育・職業訓練省（Ministere de l’Education Nationale et de la Formation 

Professionelle：MENFP）及び教育・人材育成地域アカデミー（Académies Régionales de 

l’Education et de la Formation：AREF）での意思決定プロセスと決定機関） 

・日本・モロッコ側双方の投入内容、負担事項、活動計画（PO）の確認 

3) プロジェクト開始までに行う作業及びそのスケジュールを確認する。 

4) 日本・モロッコ側双方で同意した事項を協議議事録（M/M）として取りまとめ、署名交

換をする。 

 

(2) 団員構成 

担当分野 氏 名 所属先 

団長 田中 紳一郎 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 小森 明子 JICA 人間開発部基礎教育第二課 主任調査役 

 

(3) 調査日程 

2013 年 10 月 2 日（水）～11 日（金） 

 

２．調査結果概要 

調査団は、調査対処方針に沿ってモロッコ側（MENFP、地方教育事務所、小中学校関係者）と

の協議、現場視察等を行い、プロジェクト案について協議議事録（M/M）に取りまとめ、署名を

行った。 

調査結果の概要は以下のとおり。 

 

(1) プロジェクト概要 （詳細は別添 3 協議議事録（M/M）に添付の PDM 参照） 

・案件名称：「公平な教育振興プロジェクト」  

     “Promoting Education with Equity and Equality (PEEQ)” 
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・協力期間：2014 年 2 月～2018 年 2 月（48 カ月） 

・上位目標：下記施策が対象 AREF 内の他中学校及びモロッコ国内他州にて展開される 

・プロジェクト目標：MENFP が、域内教育格差の緩和に取り組む AREF を、支援できる

ようになる 

・成果：1) 学習達成度の学校間格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

  2) 就学の中学校区間の格差に、AREF が取り組む施策が開発される 

  3) AREF 内の他県への施策継続及び MENFP による他州展開の準備が整う 

 

1) 2 つの基本コンポーネント 

第 1 回目の調査にて先方と合意したプロジェクトの基本コンセプトは、①教育の質にお

ける学校間の格差（特に中学校入学時の生徒の学習レベルにおける格差）、②教育へのア

クセス（小中進学、女子就学率等）における格差を緩和するために、学力及びアクセスそ

れぞれの領域で恵まれない学校を特定し、そこに対して地方（AREF、Delegation）が自ら

格差を緩和できる施策を開発・実施できるように支援することであり、今次調査ではこれ

ら 2 つのコンポーネントの先方事業としての概略設計を行った。 

調査期間中、本プロジェクトがターゲットとする 8 州のうちの 4 州（円借款 BESSP 学校

建設の対象地域）のうち 3 州を訪問、AREF、Delegation、学校（小中）への聞き取り調査

を行った。地方視察・聞き取り及び MENFP との協議の結果、2 つの主要コンポーネント

の事業を次のとおり具体化した。 

 

① 教育のアクセス（Equity）コンポーネント 

・ 女子就学率及び小中接続改善のために、モロッコの学区（Bassin Scolaire）を活用して、

アクセス面で指標の悪い中学校（ワースト 5％）とその近隣小学校が連携してアクセス

改善活動を実施することを MENFP 地方支局が支援する事業。 

② 教育の質（Quality）コンポーネント 

・ 学力面で課題を抱える（ワースト 5％校）小中学校の修了試験（6 年生、9 年生）の県別・

州別の試験結果を視学官が分析し、その誤答分析結果から生徒の弱みやつまづきを特定

して学校への有効な介入（自習用教材の導入、指導技能の改善指導など）を学校教員に

フィードバックする事業。 

 

   【案件のポイント】 

・ いずれのコンポーネントもワースト 5％程度の学校をターゲットとして教育における

アクセス改善と学力向上の「底上げ」を行う。 

・ 既存の先方メカニズムや体制を最大限活用する。 

・ 最初の 2 ラウンド（2014～2015 年）はパイロットという位置づけで支援を行い、3 ラ

ウンド目以降はモロッコ側が先方事業として予算も確保し、実施を支援する。 

   

2) 対象地域/裨益対象者 

① 対象地域：8AREF 

Round 1 and 2 Round 3 onward 



－49－ 

1) シャウィア・ウルディガ 

2) ドゥカラ・アブダ 

3) ガーブ・シャラルダ・ベニハッサン 

4) マラケシュ・テンシフト・アル・ハウズ

5) タザ・アルホセイマ・タオウナート

6) オリエンタル 

7) タドラ・アジラル 

8) スス・マサ・ドラ 

② 裨益者：国民教育・職業訓練省（MENFP）、州の教育 教育・人材育成地域アカデミ

ー（AREF）及び県教育省支局（Delegation）の視学官（約 280 名）、8 州の 240 の Bassin 

Scolaire 

 

3) 実施体制 

① 実施責任機関：国民教育・職業訓練省 

プロジェクトダイレクター：MENFP 戦略・統計・計画局（DSSP）局長 

プロジェクトマネジャー：MENFP 戦略・統計・計画局（DSSP）課長 

プロジェクトコーディネーター：DSSP 担当官 

② 実施体制：以下のとおりの MENFP の既存の仕組みを活用してプロジェクト活動を実

施する。 

・中央 国民教育・訓練省（MENFP) 

・州  教育・人材育成地域アカデミー（AREF） 

・県  県教育省支局（Delegation） 

 

4) 投入 

① モロッコ側 

・人材（中央の戦略、アクセス改善、試験・評価担当部局、州、県の視学官） 

・活動場所、資機材の提供（事務所、事務機器、車両及び燃料、維持管理費） 

・活動費（研修会、ワークショップ開催経費） 

② 日本側 

・専門家 3 名、ローカルコンサルタント 1 名 

・本邦研修等 

・資機材（研修用機材、事務機器、車両等） 

・在外事業強化費 

 

(2) 今後の予定 

時期 項目 実施主体 

2013 年 11 月中旬 モロッコ側より、C/P8 名を含む JCC メンバーの

任命 

モロッコ側 

2013 年 12 月 R/D 署名 モロッコ側、JICA 

 12 月 日本人専門家の公示 JICA 

2014 年 2 月 プロジェクト開始 モロッコ側、JICA 

※準備状況の進展によっては、上記スケジュール変更の可能性あり。 
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４．団長所感1 

今回は、前回調査（2013 年 6 月）時に合意した、PEEQ の 2 つのコンポネント（就学促進、質

向上）の手順（サイクル）・タイミングや、就学コンポーネントの学校群向け助成規模、先方政府

負担による普及のタイミング等について合意することに主眼をおいたが、そのねらいは無事に達

成することができた。 

今回の調査時期は、結果的に MENFP 要職の人事異動に重なった。前回 M/M の署名者ハヤニ氏

は現地調査初日に知らされた。また、署名予定日・前日夕刻には、教育大臣の交代と国民教育省

（MEN）の名称変更〔国民教育・職業訓練省（MENFP）に改称〕が決定され、署名日の会合に

て左記が当方に連絡された。さらに、署名予定日前日との教育省との検討会合は直前にキャンセ

ルされたが、ほぼ当方の思惑どおりにM/M署名に至れたのは、JICAラバト事務所が有するMENFP

との信頼関係に負うところが大きいと感じた。 

本プロジェクトの枠組みの特徴は、①域内で最も不利な状況にある②学校・学校群（BS）に焦

点をおき、③学校自身による就学、学び向上への取り組みを、④行政が支援するという諸点であ

る。ツールとしては、追加的な学校助成、誤答分析による教え・学びの弱点改善を想定している2。

前回 M/M 時に共同開発したこの枠組みへの賛意・支持は MENFP 側に維持されており、その線の

うえで手順や役割分担、日程など詳細な想定を M/M に収めることができた。 

翻って、地方部における中学校の普及は端緒に就いたばかりである。地方部では、中学校のな

いコミューンは半数近い。モロッコは中進国に分類されるが、地方部での基礎教育普及、特に女

子教育の数値（中学校女子就学 20～30％）は脆弱国のそれと比肩する。先進国並みに富裕な沿岸

部と、LLDC 並みに貧しい内陸・地方部が総体としての中進国・モロッコを構成している。都市

部と地方部の落差は中進国にはふさわしくない状況である。 

「2 つのモロッコ」が交わる、いわば「緩衝地帯」のサフィ市の郊外（車で小 1 時間、40km 程

度）に訪問した、借款中学校の様相は皮肉的・象徴的であった。2007 年に開校した同校には現在

約 489 名が通うが、うち女子は 153 名と限られている。女子が就学するには、通学用のバス、そ

れを補う女子寮の双方が不足しているとのことである（バスの運行を工夫するなど、工夫の余地

は多くあろう）。しかし学校の周辺地域は、サマーハウス分譲地で多くがサフィ市在住の富裕層の

所有である。訪問した 10 月は数百の空き家のサマーハウスが並ぶ。これらの空き家建設民間資金

を、中学校生徒の寮やスクールバスの公的資金に回せない既存の徴税制度の改善が、モロッコの

脱中進国の試金石になっているように思えた。 

翻って、他国に比較すると、モロッコ行政官は合理的で節操ある態度を保ち、当方とのギャッ

プを感じることはほとんどなかった。既に借款により学校建設が企図されていることもあろうが、

むやみに資金的・物的援助を引き出そうとすることもなく、この点好感がもてる。また、教育行

政（中央、地方、学校）の規範となる組織文化は、「集権」「上位下達」に文脈づいていると感じ

た。我々の訪問を知らぬ訪問先はなく、地方の学校・分校においてすら、あらかじめ文書で訪問

趣旨を知らされていた。また、彼ら/彼女らは、データに基づいて状況を把握・説明する習慣が備

                                                        
1 前回所感の繰り返しであるが、要請書作成前に職員/専門員を現地に投入し、要請内容の検討を支援するのは効果的である。

今回事案は当初借款勘定での提供を予定した技術協力プロジェクトが、通常勘定に途中から切り替わったため、結果的に要請

書の発出前から詳細設計調査が可能となった。今回は図らずもそのような展開となったが、このやり方を基本とするのが好ま

しい。プロジェクトサイクルの上流から下流に至る過程で、組織としての整合性が保ちやすい。 
2 他にも、複式学級の授業運営（モロッコでは小学校の分校のほとんどが複式学級）、や基礎力向上のための自習型教材（ドリ

ル）等も有効であると思われる。このあたりの活用も可能となるような専門家チームの構成を構想したいところである。 
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わっている。 

こうした行政官の態度や組織文化からは、モロッコの分権化は（本技術協力プロジェクトにお

いても）、中央からの「指令型分権」、換言すると「自由に発意して提案すること」は「合理的で

あるので」、これを中央（上位機関）が地方（下位機関・学校）に「強いる」、という発信スタイ

ルをとるのが適切なのであろうと感じた。 

また、JICA にとって、モロッコは数少ない教育分野の重点国の 1 つである。「教育格差の縮減」

を志向するさまざまな取り組みを通じ、同国への貢献を継続するのはもとより、JICA の他国実践

への示唆を得うる意欲的案件・プログラム展開を考えてもよいだろう。本プロジェクトでは青年

海外協力隊のチーム派遣との協働が視野に入っている（マラケシュ地域）。この他、草の根無償資

金協力、次期有償資金協力、技術協力プロジェクト、政策アドバイザー等、教育格差の縮減に取

り組む JICA 協力の（世界への）展示場として位置づけるのが良いかもしれない。なお、本プロ

ジェクトの女子教育への配慮部分は、最近の「安倍イニシアティブ」と関連づけるのも一案であ

る。 

なお、以下 3 点は今回調査中に至らなかった事項である。調査終了後は、モロッコ事務所に引

き継ぎをお願いする。 

(1) 開発政策借款のプログラムモニタリング指標の設定（2013 年 10 月下旬まで） 

 

(2) モロッコ側 C/P 8 名を含む合同調整委員会（JCC）メンバーリストの受領（2013 年 11 月中

旬まで、R/D にて言及） 

 

(3) CIDA に本プロジェクトの構想を紹介。CIDA が開発した PE 関連資料の受領（2013 年 11

月中旬まで） 

 

 

 

別添資料 1 面談者リスト 

別添資料 2 調査日程 

別添資料 3 協議議事録（M/M）署名済 

別添資料 4 対象州（4AREF、県（Delegation）の教育指標 
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別添 1　面談者リスト
 

 

 

面談者リスト 

1．MENFP 

Mr. Abdelaziz Guedari Director, Directorate of Strategy, Statistics, and Planning 

Mr. Abdelhaq Ghouli Chief, Planning Division à la DSSP 

Mr. Tazi Malak Chef de Service à la Direction de la Coopération 

Mr. Ahmed Chaibi Chief, Evaluation Division au CNEE 

Mr. El Houssaine Ou Hssata Chief, Division of Audio-visuals, CNIPE 

Mr. Rachid Elamrani Chief, Manual Division, Direction of Curricula 

Mr. Ali Allouch Chief, DETV 

Mr. Abdelfadil  Khayati Chef de Service au CNEE 

Mr Ahmed Mahroug Cadre de la DSSP chargé du dossier JICA 

Mr. Mahfoudi El Hassane Chef de Division à l’ENF 

Mr. Belarbi Dalila Cadre à l’UCFC 

Mr. El Iraqi Bouhaira Chief, Service, DSSP 

2．Gharb-Chrarda-Beni Hssen 州 

Mr. Aziz Nahya Director, AREF 

Mr. Chablimor Director, Kenitra Delegation  

Ms. Rguioui Naima Sidi Slimane Delegation Officer 

Mr. Rhessam Abdelhaq Chief, AREF 

Mr. Elbouatlaoui Abderrahmane Sidi Kacem Delege 

Mr. Bendamir Abdewalim Director, College Dakhla 

3．Marrakech-Tensift-Al Haouz 州 

Mr. Ahmed Benzzi Director, AREF 

Mr. Meziane Samir Marrakech Delege 

Mr. ElJaouzi Abdelaziz Inspector, Marrakech AREF 

Mr. Simour Abdelhakim Chief, Marrakech Delegation 

Mr. Khaolija Almou Marrakech Lower Secondary School 

Mr. Mourrai Abdelmoula Director, Primary School 

4．Doukala-Abda 州 

Mr. Aboudarir Mohammed Director, AREF 

Mr. Hamdouctti Rafik Delege, Safi 

Mr. Abdelhafid Oulhakem Inspector, Safi Delegation  

Mr. Elouadi Mohammed  Director, Lower Secondary School of Safi 

5．世銀  

Mr. Kamel Braham Human Dev. Coordinator for the Maghreb, The World Bank 

6．UNICEF  

Mr. Jean Benoit Manhes Representative, UNICEF 

Mr. Khalid Chenguiti Education Specialist, UNICEF 

7. USAID  

Ms. Mariam Britel Swift Education Specialist, Youth and Human Development Office, USAID 
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調査日程 

As of Oct. 10 2013

Location Time Mr. Shinichiro TANAKA Ms. Akiko KOMORI

1 Oct. 2 Wed

10:15 Arrival in Casablanca (AT514)
Move to Rabat
Mission internal meeting
Meeting with JICA Morocco Office

12:20 Arrival in Rabat (AF1258)

Mission internal meeting
Meeting with JICA Morocco Office

Rabat

2 Oct. 3 Thu

MEN
@Rabat

9:00-12:00
14:30-16:30

Rabat

3 Oct. 4 Fri

Gharb
Chrarda
Beni Hssen
(GCB)

9:30-10:30
10:30-12:30
14:30-16:30 Rabat

4 Oct. 5 Sat GCB / MTH MTH

5 Oct. 6 Sun MTH MTH

6 Oct. 7 Mon
Marrakech
Tensift Al
Haouz

9:30-11:00
13:30-15:00
15:30-17:00 Safi

7 Oct. 8 Tues

Doukkala
Abda

9:30-10:30
10:30-12:30
14:30-16:00

Rabat

8 Oct. 9 Wed Rabat

9:30-11:00
16:00-17:00

Rabat

9 Oct. 10 Thu
MEN
@Rabat

9:30-10:30
13:30-14:30
15:00-16:30

Rabat

10 Oct. 11 Fri

MEN
@Rabat

9:30-11:30
12:00
16:00

Rabat

11 Oct. 12 Sat
6:55 Departure from Rabat (AF1359) in-flight

Schedule for Preparatory Survey Mission -2

Schedule Content

DayDate

Visit Delegtion Doukala Abda
Visit College Harone Errachid
Visit Ecole Primaire: Groupe Scolaire El Maachat

Wrap-up with MEN
Signing of MM
Reporting to JICA Morocco Office

Observe MEN-Donor Meeting
Meeting with UNICEF
Meeting with USAID

Meeting with DSSP, MEN
Meeting with WB (Mr. Kamel Braham)

Accomodation

Documentation

Kick-off with MEN (1st Workshop)
Meeting with CNEE

Visit AREF Gharb-Chrarda-Beni Hssen - brief meeting
Visit Sidi Slimane Ecole Primaire Kariat
Visit Sidi Kacem Collegial Dakhla

(Departure to MTH)

Visit AREF Marrakech
Visit Collegial El Imam Chafii
Visit Ecole Primaire Groupe Scolaire Ait Iymor

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添 2　調査日程
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別添 3　協議議事録（M/M）署名済
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1

Basic concept of “Equity Component Activities”

(1) Identification of 
Challenged School

(2) Establishment of 
Bassin Scolaire (BS)

(4) BS develops 
enrolment improvement
plan

(5) AREF/Delegation 
approves & supports 
BS’s enrolment 
improvement plan

(3) Lower Secondary 
and Primary schools 
discuss on 
improvement in in in
In enrolment

(6) Enrolment 
campaign
Implementation at 
BS

Improving access  through enrolment 
campaign activities organized by 
lower secondary and affiliated       

primary schools

(7) Reporting of BS 
Activities & budget 
request  

Access to Education

Worst 
5% 

Schools

<Examples>
 Girls’ Enrolment
Transition from 

Primary to 
Secondary

Nov.

Nov. 

Dec. 

June

Dec. – Jan. 

Jan – Feb. 

Mar. June

ANNEX 3
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2

Basic concept of “Quality Component Activities”

(1) Identification of 
Challenged School

(2) Exam Error 
Analysis

(4) Feedback & 
Modify lessons

(5)Monitoring & 
intervention (3) Students’ weakness 

Identified

(6) Amendment of 
Exams content

Aiming to improve quality of 
education with an approach of 
placing students’ learning 
(through exams) at the center.  

Conducting 
the Test

Scope of 
JICA’s 

Intervention

Quality of Education

Worst 
5% 

Schools

<Examples>
 Development of 

lesson plan 
 Teaching materials
 Pedagogical skill for 

“Joint Class”

July

Sept. & Oct.

Sept. & Oct.

June

Sept. & Oct.

Nov. – April

April

ANNEX 4
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3

Target Area and Extension Plan

2014 2015 2016 2017 2018

JIC
A Support M

EN
(JIC

A lead fund
)

M
EN

 Initiative
(w

ith JIC
A technical support)

Round 1 Round 2 Round 3 Round 4

AREF DA 2 
Delegations

AREF CO 2 
Delegations

AREF 
6 TBD

AREF 
MTH

2 
Delegations

AREF DA 2 
Delegations AREF DA 2 

Delegations

AREF CO 2 
Delegations

AREF CO 2 
Delegations

AREF 
GCBH

2 
Delegations

AREF 
MTH

2 
Delegations

AREF 
GCBH

2 
Delegations

AREF 
5 TBD AREF 

5 TBD

AREF 
8 TBD

AREF 
7 TBD

AREF 
6 TBD

AREF 
7 TBD

AREF 
8 TBD

ANNEX 5
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2014 2015 2016 2017 2018

2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

4

E
Q

U
ITY

Q
U

A
LITY

Implementation

Selection

Exam analysis Feedback 
Intervention 
Monitoring

Report on 
Exam errors

BS

guideline
Preparation

Report

P
E

E
Q

 starts

Final E
xam

s

S
tatistics

R
egistration

D
evelopm

ent of 
exam

s

B
udget 
P

lan

Final E
xam

s

S
tatistics

R
egistration

D
evelopm

ent of 
exam

s

B
udget 
P

lan

Final E
xam

s

S
tatistics

R
egistration

D
evelopm

ent of 
exam

s

B
udget 
P

lan

Final E
xam

s

S
tatistics

R
egistration

D
evelopm

ent of 
exam

s

B
udget 
P

lan

Calendar of the Project 

Round 1

Round 2

BS Implementation
Preparation

Report

BS Implementation
Preparation

Report

Round 3&4

BS Implementation
Preparation

Report

BS

guideline

Implementation
Preparation

Report

BS

guideline

Implementation
Preparation

Report

BS Implementation
Preparation

Report

Selection

Selection

BS

Selection

Round 1

Exam analysis Feedback 
Intervention 
Monitoring

Report on 
Exam errors

Exam analysis Feedback 
Intervention 
Monitoring

Report on 
Exam errors

Exam analysis Feedback 
Intervention 
Monitoring

Report on 
Exam errors

Exam analysis Feedback 
Intervention 
Monitoring

Report on 
Exam errors

Exam analysis Feedback 
Intervention 
Monitoring

Report on 
Exam errors

BS

Selection

Round 2

Round 3&4

BS

Selection

JIC
A

 S
upport ends

ANNEX 6
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Project Implementation Structure

Overall management

Responsible for 
Equity component

Responsible for 
Quality component

ANNEX 7

Q

Q

E
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Implementation Structure (for AREFs)
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Implementation Structure (for Delegations)
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U
都市部

R
農村部

Total
合計

U
都市部

R
農村部

Total
合計

Filles
女子

Garçons
男子

Total
合計

Filles
女子

Garçons
男子

Total
合計

Filles
女子

Garçons
男子

Total
合計

El Jadida 98.2% 106.5% 103.4% 97.8% 30.6% 52.4% 151.6% 158.3% 155.1% 59.7% 65.4% 62.9% 84.7% 87.6% 86.3%
Safi 91.5% 115.3% 103.3% 83.3% 22.8% 53.3% 118.9% 113.8% 116.3% 38.2% 58.4% 49.5% 76.1% 82.0% 79.3%
Sidi Bennour 94.1% 98.9% 97.6% 122.8% 28.7% 42.9% 234.5% 301.5% 267.3% 53.1% 61.0% 57.4% 76.8% 86.3% 82.0%
Youssoufia 86.0% 93.9% 90.8% 74.4% 14.6% 39.1% 119.8% 133.9% 126.9% 31.1% 47.9% 41.0% 69.8% 78.3% 74.6%
Total AREF 93.3% 104.8% 100.5% 90.4% 26.4% 48.8% 139.1% 145.8% 142.5% 49.5% 60.4% 55.6% 78.3% 84.4% 81.6%
Benslimane 100.9% 100.0% 100.4% 93.1% 36.9% 62.8% 118.6% 122.1% 120.5% 56.6% 57.5% 57.1% 84.8% 85.6% 85.3%
Khouribga 99.8% 99.7% 99.9% 90.6% 42.2% 75.0% 111.9% 108.4% 110.1% 68.2% 77.2% 73.1% 96.8% 96.6% 96.7%
Settat 102.9% 99.7% 100.4% 105.6% 17.9% 44.7% 151.9% 179.6% 165.9% 33.2% 45.1% 39.7% 69.3% 81.4% 75.8%
Berrechid 118.1% 100.3% 110.1% 111.4% 10.2% 63.0% 158.2% 169.5% 164.1% 18.9% 30.1% 25.0% 90.0% 98.3% 94.5%
Total AREF 105.6% 99.9% 102.6% 99.5% 23.1% 60.0% 132.7% 140.5% 136.7% 40.2% 50.0% 45.6% 84.4% 90.4% 87.6%
Kenitra 87.0% 126.7% 105.8% 71.8% 29.9% 51.0% 114.4% 118.1% 116.3% 54.3% 64.7% 60.0% 81.1% 86.5% 83.9%
Sidi Kacem 95.3% 118.5% 110.8% 106.0% 30.9% 53.1% 145.8% 160.9% 153.4% 51.6% 58.0% 55.0% 79.6% 85.2% 82.6%
Sidi Slimane 111.3% 102.4% 105.6% 101.4% 26.7% 55.2% 132.4% 137.3% 134.9% 47.1% 46.9% 47.0% 81.7% 82.4% 82.0%
Total AREF 92.1% 119.5% 107.2% 82.9% 29.7% 52.3% 125.0% 131.5% 128.3% 52.1% 59.3% 56.0% 80.7% 85.4% 83.2%
Al Haouz 99.3% 100.2% 99.5% 112.3% 19.0% 28.0% 157.0% 205.8% 182.0% 40.5% 53.5% 47.9% 55.3% 69.0% 63.0%
Chichaoua 94.4% 92.5% 92.2% 96.2% 13.2% 23.1% 144.7% 188.1% 167.6% 28.6% 42.4% 36.4% 45.6% 61.2% 54.3%
El Kelaa des Sraghna 111.4% 94.7% 98.4% 99.3% 24.3% 42.9% 130.1% 139.9% 135.3% 43.9% 57.9% 51.6% 68.1% 79.1% 74.1%
Essaouira 98.6% 98.1% 97.7% 92.3% 16.5% 30.5% 113.0% 133.2% 123.2% 31.1% 49.0% 41.4% 48.2% 62.7% 56.4%
Marrakech 93.7% 185.8% 112.0% 74.8% 70.8% 74.2% 111.1% 109.1% 110.1% 65.0% 79.1% 72.5% 96.2% 98.3% 97.3%
Rehamna 108.2% 83.6% 89.3% 98.4% 17.7% 38.3% 136.0% 141.7% 139.0% 36.3% 52.6% 45.2% 66.9% 77.8% 72.8%
Total AREF 97.1% 103.7% 101.0% 82.7% 23.1% 45.4% 119.6% 127.4% 123.5% 41.3% 55.5% 49.2% 69.7% 77.9% 74.2%
Al Houceima 78.8% 71.0% 72.9% 69.7% 15.1% 30.1% 115.5% 109.2% 112.2% 46.7% 69.0% 58.5% 70.4% 82.5% 76.8%
Taounate 123.1% 98.3% 100.3% 127.2% 23.3% 33.5% 143.3% 179.0% 162.4% 46.4% 56.6% 52.2% 60.8% 72.6% 67.5%
Taza 89.0% 84.4% 85.7% 88.6% 21.0% 43.7% 127.1% 134.4% 131.0% 42.2% 54.7% 49.3% 72.3% 80.1% 76.6%
Guercif 110.3% 82.9% 93.8% 90.0% 13.3% 44.9% 108.5% 132.7% 121.2% 26.6% 38.6% 33.6% 66.9% 79.4% 73.8%
Total AREF 95.5% 87.2% 88.9% 89.6% 20.1% 37.0% 123.8% 137.3% 130.9% 43.6% 56.4% 50.8% 66.9% 77.4% 72.7%
Berkane 96.9% 93.9% 95.9% 93.3% 36.4% 70.9% 109.9% 102.3% 105.9% 47.3% 47.8% 47.6% 85.9% 80.5% 83.0%
Figuig 51.3% 83.6% 69.0% 45.0% 34.9% 39.6% 107.6% 100.4% 103.6% 67.9% 72.1% 70.3% 83.4% 83.0% 83.2%
Jerada 86.0% 94.9% 89.5% 71.5% 25.2% 55.5% 119.2% 112.7% 115.7% 34.1% 42.6% 38.9% 87.0% 84.3% 85.5%
Nador 95.6% 105.2% 98.7% 68.6% 21.9% 54.3% 107.9% 118.5% 113.4% 35.4% 38.9% 37.3% 84.0% 89.8% 87.1%
Oujda Angad 101.5% 87.4% 100.7% 91.2% 7.6% 84.0% 109.1% 107.7% 108.4% 11.6% 6.9% 9.1% 100.3% 98.3% 99.3%
Taourirt 95.0% 97.2% 95.9% 74.9% 5.7% 51.7% 103.6% 113.3% 108.8% 10.7% 19.4% 15.8% 76.7% 83.2% 80.3%
Driouch 83.2% 66.6% 69.8% 67.7% 17.2% 27.0% 114.0% 135.8% 125.8% 44.6% 57.7% 51.9% 61.0% 75.2% 68.9%
Total AREF 94.2% 87.5% 92.0% 78.7% 21.5% 58.3% 108.9% 111.8% 110.4% 39.1% 45.0% 42.4% 84.9% 87.0% 86.0%
Azilal 68.7% 98.2% 92.9% 56.6% 27.5% 32.1% 113.7% 142.4% 128.3% 51.3% 60.4% 56.6% 61.3% 70.7% 66.6%
Beni Mellal 86.5% 112.0% 97.2% 85.0% 47.2% 68.5% 110.4% 110.1% 110.2% 67.6% 68.3% 68.0% 90.0% 89.0% 89.5%
Fkih ben Salah 99.9% 99.5% 99.5% 82.0% 40.6% 56.6% 111.3% 117.2% 114.4% 61.7% 69.1% 65.8% 80.4% 85.7% 83.3%
Total AREF 87.7% 101.5% 96.2% 79.1% 35.5% 51.1% 111.2% 117.2% 114.3% 58.8% 64.9% 62.2% 77.5% 81.3% 79.6%
Agadir Ida Outanane 79.7% 178.9% 98.1% 65.2% 72.4% 66.7% 108.9% 99.4% 103.9% 66.4% 71.6% 69.2% 93.1% 88.4% 90.6%
Chtouka Ait Baha 106.5% 114.1% 112.4% 102.6% 37.5% 46.0% 158.6% 171.8% 165.6% 61.3% 73.9% 68.0% 73.4% 86.1% 80.1%
Inzegane Ait Melloul 89.6% 495.8% 98.8% 71.8% 278.3% 76.8% 118.8% 114.2% 116.4% 32.8% 38.7% 35.8% 94.9% 93.0% 93.9%
Ouarzazate 74.3% 98.0% 90.4% 68.9% 29.3% 40.7% 119.5% 120.6% 120.1% 49.9% 60.0% 55.3% 65.7% 73.7% 69.9%
Taroudant 109.5% 95.2% 98.1% 91.9% 19.8% 36.1% 120.5% 130.3% 125.6% 40.6% 57.3% 49.6% 62.7% 76.2% 69.9%
Tiznit 134.7% 77.1% 92.7% 104.3% 27.0% 47.0% 106.8% 94.6% 99.9% 49.0% 71.8% 61.1% 67.8% 80.0% 74.4%
Zagoura 104.9% 80.6% 83.5% 111.9% 36.6% 46.4% 130.6% 111.0% 120.4% 46.8% 54.3% 50.7% 58.2% 62.0% 60.2%
Sidi Ifni 99.6% 76.3% 79.7% 78.4% 22.8% 31.5% 99.5% 111.3% 105.6% 48.6% 66.6% 58.4% 58.7% 74.6% 67.3%
Tinghir 90.7% 84.2% 85.1% 75.9% 33.1% 42.2% 108.6% 120.0% 114.4% 54.5% 65.3% 60.2% 65.6% 76.0% 71.1%
Total AREF 91.2% 97.5% 94.7% 76.3% 31.8% 49.3% 116.9% 114.5% 115.7% 49.2% 61.4% 55.7% 72.4% 79.1% 76.0%

S.M.D

AREF
（州）

Délégation
（県）

T.H.T

Oriental

T.A

D.A

C.O

G.C.B.H

M.T.H

Ensemble
全国

Taux de Transition Primaire au Collégial
初等から中等への進学率

Rural
地方部

Primaire
初等

Collégial
前期中等

Taux Net de Scolarisation (Filles)
女子の純就学率

Urbain
都市部
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５．討議議事録（R/D）【英語 / 仏語】（ANNEX は英語のみ。ANNEXIII は上記１．２．の M/M のため

添付は割愛）
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